
分散型エネルギープラットフォーム
- 今後の進め方について-

令和3年2月
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分散型エネルギーモデルの構成要素

 分散型エネルギーモデルは多様なリソース・技術を要素として含む。

分散型エネルギープラットフォーム第１回資料を一部改変
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分散型エネルギーを取り巻く状況の変化

 FIT制度を背景に、太陽光発電を中心にシステム費用が急速に低減。
 FIT調達価格が電気料金と同等以下になりつつあり、自家消費の経済メリッ
トが大きくなる。

① 再エネコストの急激な低下

 AI、IoTを用いた需給予測の高度化や、発電所運転の最適化、デマンドリス
ポンスやVPPによる分散型電源のアグリゲート・最適制御等、多様な可能性
がある。

② デジタル技術の進展

 電力自由化に伴い地方自治体が主体的に関与して地域のエネルギー事業
を実施する取組が出てきている。

 2020年4月には、送配電部門の法的分離も実施。

③ エネルギーシステム改革の進展



4

分散型エネルギーを取り巻く状況の変化

 パリ協定を契機に、世界的にESG投資の動きが拡大。
 需要家の「再生可能エネルギーの付加価値」へのニーズが高まっている。

④ 再エネを求める需要家とこれに応える動き

 度重なる自然災害により、多様な発電主体による電源の分散化による
災害時・緊急時のレジリエンスへの期待が拡大。

⑤ レジリエンス向上への要請

 バイオマスなど地域資源を活用し、地域に利益を還元する取組が出現。
 地域の経済循環において、分散型エネルギーの活用が注目されている。

⑥ 再エネを活用した地域経済への取組み
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2050年カーボンニュートラルに向けて

 菅内閣総理大臣は2020年10月26日の所信表明演説におい
て、我が国が2050年にカーボンニュートラル（温室効果ガスの排
出と吸収でネットゼロを意味する概念）を目指すことを宣言。

＜グリーン社会の実現＞
我が国は、2050年までに、温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、
すなわち2050年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指すことを、
ここに宣言いたします。
（中略）
省エネルギーを徹底し、再生可能エネルギーを最大限導入するとともに、安
全最優先で原子力政策を進めることで、安定的なエネルギー供給を確立しま
す。長年続けてきた石炭火力発電に対する政策を抜本的に転換します。

10月26日総理所信表明演説（抜粋）
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分散型エネルギーを取り巻く状況の変化

 再生可能エネルギーを中心とした分散型エネルギーモデルへの
要請は、益々高まっている。

 一方、分散型エネルギーモデルは一者では実現できない融合領域
であり、プレイヤー間の情報共有、共創が重要。

 実現に向けた課題は制度からビジネス実態に至るまで広く存在する
可能性。官民共同で課題を抽出し、解決に向けた議論を実施。

 令和元年度の結果も踏まえ、分散型エネルギープラットフォームを
継続。
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分散型エネルギープラットフォームのねらい

 官民が連携して、需給一体型の分散型エネルギーモデルに
取組む上での課題分析を的確に行うと共に、
関係するプレイヤーが共創していく環境を醸成する。

需給一体型の分散型エネルギーモデルの例

家庭

 家庭用太陽光と蓄エネ技術を
組み合わせた自家消費

 ZEH（ネット・ゼロ・エネル
ギー・ハウス）

 アグリゲーターによる蓄電池等を
活用した余剰電力の有効活用

ZEH+イメージ図

企業／公的機関

 敷地内（オンサイト）に設置され
た再エネによる自家消費

 需要地から一定の距離を置いた場
所（オフサイト）に設置された再
エネからの調達

第三者所有モデルを活用した
オンサイト再エネ例

 地域における再エネを活用して、
災害時に電力供給を可能とする
エネルギーシステム

 地域資源の利活用、地域経済循環

 地域に共生し、長期安定的に継続
できる再エネ事業

地域

道の駅
（太陽光、太陽熱、
コジェネ設置）

住宅ゾーン
（自営線供給）

災害時に電力供給するシステム例



8

令和元年度の概要（第１回）

 会場来場者：約350企業・団体 約450名
参加応募者多数につき、インターネット中継を実施

 来場者業種：電力会社、ガス会社、電機、住宅、自動車、建設、情報通信、
金融、商社、自治体、新電力、学識者 等

シンポジウム形式

プログラム

 需給一体型モデルの事例を紹介
①大和ハウス工業株式会社 ②イオン株式会社
③ソニーコーポレートサービス株式会社／

株式会社ソニーコンピュータサイエンス研究所
④小田原市 ⑤ローカルエナジー株式会社

 第2回・第3回の意見交換テーマ案を提示
①家庭 × FIT売電に代わる選択肢の検討
②大口需要家 × 多様な需要家への普及
③大口需要家 × 自家消費しない余剰電力の取り扱い
④地域 × 地域の課題を解決する再エネ導入 第１回 会場の様子
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令和元年度の概要（第２回・第３回）

 参加者：約190企業・団体 各回約240名
 家庭／大口需要家／地域の３テーマでディスカッションを実施。

グループディスカッション形式

第３回 会場の様子第２回 会場の様子
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令和元年度の概要（第４回）

 第2回、第3回においてディスカッションされた内容を、テーマごとに紹介。

インターネット配信

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/bunsan_plat/
（資源エネルギー庁WEBサイト）

https://www.env.go.jp/earth/ondanka/bunsan/04.html
（環境省WEBサイト）

開催概要・資料の掲載URL

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/bunsan_plat/04/
https://www.env.go.jp/earth/ondanka/bunsan/04.html
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令和元年度参加者の業種内訳

※第２回、第３回参加申込時の自己申告に基づく

0 5 10 15 20 25

その他

地方公共団体を除く公務・官公庁

地方公共団体

設備工事

輸送機械製造

総合工事

卸売・小売

学術研究

住宅建築

商社

その他製造

サービス

旧一般電気事業者

エネルギー環境関連の団体

再エネ発電設備製造

情報通信

金融・保険

ガス供給

電気機械製造

シンクタンク・コンサルティング

再エネ発電設備販売・設計施工・保守

新電力

人
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令和元年度参加者の声

※参加者アンケート、振り返りシートより

経産省、環境省が協力し、分散型エネルギーの将来に向けた検
討を進めていくという意気込みを大いに感じた。

分野の異なるメンバーにも関わらず、課題認識に共通点が多く
みられた。異業種の方と意見交換ができ有意義であった。

この様な方式の取組みはもっと増やしてほしい。企業間を超え
て議論できる場の提供は是非積極的に行って頂きたい。

エネルギー業界の中に留まらず、交通、農林水産、福祉など、
より広い業種間での議論が必要と感じた。
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 テーマの設定を詳細化。当該テーマに関係の深い参加者を中心
に意見交換を実施する。

 需要家側の参加も促し、提供側・需要側双方の意見を取入れる。

令和元年度参加者の声を踏まえた改善点

※参加者アンケート、振り返りシートより

テーマ設定が曖昧であり、参加者の専門分野も違うので、深い
議論となりにくかった。

需要家側のニーズや考え方を踏まえた議論を行うために、需要
家側にももっと参加してほしかった。
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令和2年度 分散型エネルギープラットフォームの進め方

• 意見交換会の実施テーマ・参加者を特定テーマに絞り、課題・ニーズをより具体的に意見交換

し、政策・仕組み作りの検討や、事業可能性の検証などに生かす。

• 令和3年度は今年度の3テーマの継続に加え、テーマの追加も予定。

• 意見交換会以外の催しの開催等、登録者の意見も募りながら企画を検討。

特定テーマに絞った意見交換会の開催1

取組は令和3年度に継続3

• 提供側事業者に留まらず、家庭、企業／公的機関等の需要側が、普段どんな悩みや課題を

抱えているか、生の声を積極的に情報収集。

需要家側の課題・ニーズも積極的に収集2

民間団体との連携も模索4
• 今後は、需要側・供給側の各種団体の取組紹介等、再エネ、分散型エネルギー等に関する

民間団体の最新動向の共有等の実施も予定。
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経済産業省、環境省連携チーム

 経済産業省資源エネルギー庁及び環境省により
「地域循環共生圏の形成と分散型エネルギーシステムの構築に
向けた連携チーム」を発足。（平成31年4月12日報道発表）

＜連携チームの検討テーマ＞

エネルギー基本計画や環境基本計画を踏まえ、
地域循環共生圏の形成と分散型エネルギーシステムの構築の両者に有効な政策について、
以下のようなテーマで検討することとし、
今後の政策（予算要求、税制改正要望、制度、運用等）に反映することを目指す。

（１）共同実証事業等を通じた地域での分散型エネルギーシステムの構築

（２）再生可能エネルギーの主力電源化の実現に向けたコスト低減、地域への普及拡大、

環境アセスメントの効率化

（３）地域や個別需要家等のエネルギー需要サイドの脱炭素化

経済産業省 資源エネルギー庁 省エネルギー・新エネルギー部長
環境省 大臣官房 政策立案総括審議官

共同チーム長


